
奈良県、あいおいニッセイ同和損害保険
及び三井住友海上火災保険との
連携と協力に関する包括協定

令和８年７月



特定連携事業
〜事業目的達成に向け奈良県、あいおいニッセイ同和損害保険及び
三井住友海上⽕災保険が連携して動き出すため特に注⼒していく項目〜
＜１＞地域・暮らしの安全・安心に関すること
●テレマティクス技術を活用した交通課題解決支援（あいおいニッセイ同和損害保険のみ連携）（あいおいニッセイ同和損害保険のみ連携）（あいおいニッセイ同和損害保険のみ連携）（あいおいニッセイ同和損害保険のみ連携）

＜テレマティクスタグ活用による安全運転推進イベント＞ ＜特殊詐欺被害防止に向けた啓発活動＞

●高齢者の安全な暮らしを守るための啓発活動の推進
テレマティクス交通安全マップを道路環境改善などのまちづくりに活⽤できます︕
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＜災害中間支援組織との連携強化、平時の
コミュニケーション 、ネットワークづくり＞

●県⺠の命と財産を守るための防災⼒強化に向けた啓発活動を⽀援
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＜２＞地域防災力の向上に関すること

●企業における災害対策強化に向けた支援
●県における迅速な災害対応に向けた支援

＜BCP策定支援(BCPキットくんの提供)＞



●持続可能な社会の実現に向けたSDGｓ推進への協力

＜３＞豊かで活力ある奈良県づくりに関すること
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＜中小企業への奈良県SDGs企業認証制度
及び認証企業のPR支援＞

＜カーボンニュートラルの基礎知識や取組み
事例について説明するセミナーを開催＞

●ゼロカーボンシティ普及啓発取組みへの協力



交通事故防止

◇運転診断ツール◇

運転診断ツールを活用し、運転能力を可視化。
・対象：70歳以上の県内在住の運転免許保有者 300人
・広報・募集：県・市町村の広報誌への掲載、運転免許センター・警察署でのチラシの配架等による予定
・委託事業者：あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

■ 事業の概要 近畿府県
では初︕

・運転継続の判断
気づきの提供により免許返納も検討
・安全運転の実施

•高齢運転者が起こす交通事故（人身事故）の割合が増加傾向であることから、運転者自身による、運転継続
の判断材料を提供することを目的とする。
•期待される効果：運転継続の判断支援 交通安全意識の向上 交通事故防止

■ 事業の目的
＜＜＜＜高齢者安全運転支援事業高齢者安全運転支援事業高齢者安全運転支援事業高齢者安全運転支援事業＞＞＞＞

令和8年 8月下旬～ 参加者募集

10月～ 車載器（テレマティクスタグ）貸出し

⾞載機（テレマティクスタグ）
により、運転時の状況を収集
（急発進、急ブレーキ、速度
超過、急ハンドル等）

データ集計
運転能⼒を可視化（⾛⾏スコア、
危険な動作をした地点等）

スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール
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＜４＞福祉・医療の充実、健康増進に関すること
●地域住⺠の健康意識向上を目指した⽣活習慣病予防や健康増進活動の推進
●がんの早期発見・早期治療に向けたがん検診の普及啓発への協力

＜奈良県がん検診応援団認定企業になり、
県⺠のがん検診の受診率の向上に向けた 取組実施＞

連携事業
〜事業目的達成に向け奈良県、あいおいニッセイ同和損害保険及び

三井住友海上⽕災保険が連携して取り組む項目〜
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＜県内企業従業員に対する健康的な
生活習慣の普及啓発＞



●保育所・幼稚園、教育施設（小学校、義務教育学校前期課程）等
の重大事故や自然災害への対策支援

●子どもたちが多様な学びを体験できる機会を提供
●女性が働きやすい環境づくりを支援

＜ならの教育応援隊としての参画＞

＜５＞子育て・教育支援、女性活躍の推進に関すること

＜ブカツ・サポート・コンソーシアムに
よる部活動の地域展開・地域クラブ活動

の推進を支援＞ 6

●ブカツ・サポート・コンソーシアムによる部活動の地域展開・
地域クラブ活動の推進を支援（三井住友海上保険のみ連携）（三井住友海上保険のみ連携）（三井住友海上保険のみ連携）（三井住友海上保険のみ連携）



●安心・安全な観光地域づくりに向けた取組み支援

●スポーツ教室、スポーツイベントへの協力
●障がい者スポーツの普及、啓発に関する支援

＜インバウンドリスク対策や観光地における
災害対策について説明するセミナーを開催＞

＜所属アスリートによるスポーツ教室、
イベントの実施＞

＜６＞産業振興・中小企業支援に関すること

＜７＞スポーツの振興に関すること
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●効率的な道路の維持管理に関する支援
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●空き家対策に関する地域住⺠への啓発活動への協⼒

＜路面状況把握システムを活用を通じた
効率的・効果的な道路の維持管理を支援＞

＜空き家対策に関する地域住⺠への啓発活動
への協力＞

＜８＞まちづくりの推進・基盤整備に関すること

＜９＞県政情報発信に関すること
＜１０＞その他、地方創生に資する取組に関すること


